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ＳＮＡに整合的な分布統計を作成する意義�

�  所得等についてＳＮＡの概念を用いることから客観的・体系
的な概念を定義づけ。�

�  ＳＮＡの家計所得勘定の中で整理を行うことから、賃金・財
産所得等の各所得要素や消費、貯蓄、資産、負債等を結び付
けて分析�

�

!  企業や政府、国全体の計数と整合的なものとして分析できる
ようになり、国全体の経済の動向と接合した分析が可能�

2�

（通常、所得・消費の分布、格差についての推計：「国民生活基礎調査」（厚
生労働省）、「家計調査」、「全国消費実態調査」（総務省）（ミクロ統計）
を用いて実施⇒各調査によって定義が異なる。国際比較も可能）�

（ミクロ統計はカバーしている分野が異なる）�

（企業や政府との移転についても議論が可能：将来的な課題）�

スティグリッツ委員会「経済業績と社会進歩の計測に関する委員会」提言　ポイント 
" 生産よりも所得と消費を注視すべき�
" 所得及び消費を富とともに考慮すべき�
" 家計の視点を強調すべき�
" 所得、消費、富の分配を重視すべき�
" 非市場部門での活動を含めるよう所得計算の範囲を広げるべき�

浜田（2003）より�



	 a.	 可処分所得の使用勘定
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 最終消費支出（個別消費支出） 252.80 264.86 -12.06
2.	 貯蓄（総） 27.46 26.09 1.37

支払 280.26 290.95 -10.69
3.	 可処分所得（総） 280.26 290.95 -10.69

受取 280.26 290.95 -10.69
（参考）貯蓄率（％） 9.80 8.97 0.83

	 b.	 調整可処分所得の使用勘定
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 現実最終消費（現実個別消費） 292.40 308.72 -16.32
2.	 貯蓄（総） 27.46 26.09 1.37

支払 319.86 334.81 -14.95
3.	 調整可処分所得（総） 319.86 334.81 -14.95

受取 319.86 334.81 -14.95
（参考）貯蓄率（％） 8.60 7.79 0.81

第１次所得の配分勘定� 支払勘定�
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(1)	 第１次所得の配分勘定（2004年）
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 財産所得（支払） 14.49 14.27 0.22
	 (1)	 利子 14.29 13.95 0.34
　a.	 持ち家 5.57 5.21 0.36
　b.	 その他 8.72 8.74 -0.02
	 (2)	 賃貸料 0.20 0.32 -0.12

2.	 第１次所得バランス（総） 298.01 311.92 -13.91
支払 312.51 326.19 -13.68

3.	 営業余剰・混合所得（総） 70.90 71.52 -0.62
	 (1)	 営業余剰（持ち家）（総） 39.45 42.76 -3.31
	 (2)	 混合所得（総） 31.45 28.76 2.69

4.	 雇用者報酬 224.65 237.74 -13.09
	 (1)	 賃金・俸給 205.01 216.96 -11.95
	 (2)	 雇主の強制的現実社会負担 19.64 20.78 -1.14

5.	 財産所得（受取） 16.96 16.93 0.03
	 (1)	 利子 4.86 4.73 0.13
	 (2)	 配当 4.23 4.34 -0.11
	 (3)	 保険契約者に帰属する財産所得 7.86 7.86 0.00

受取 312.51 326.19 -13.68
（注）１．ＳＮＡは分布統計に合わせて概念調整。
　　　２．開差率はＳＮＡに対する比率。
　　　３．世帯数（母集団ベース） 49150 （千世帯）

社会保険料の雇主負担�
(備考）浜田(2010）より�

負債の影響�

資産の影響�



(2)	 所得の第２次分配勘定（2004年）
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 所得に課される税 20.58 21.31 -0.73
2.	 強制的現実社会負担 45.31 47.43 -2.12
	 (1)	 雇主の強制的現実社会負担 19.64 20.78 -1.14
	 (2)	 雇用者の強制的社会負担 25.68 26.65 -0.97
3.	 他に分類されない経常移転(支払) 19.28 19.18 0.10

4.	 可処分所得（総） 280.26 290.95 -10.69
支払 365.44 378.87 -13.43

5.	 第１次所得バランス（総） 298.01 311.92 -13.91

6.	 現金による社会保障・社会扶助 50.32 50.91 -0.59
	 (1)	 現金による社会保障給付 46.30 44.01 2.29
	 (2)	 社会扶助給付 4.02 6.90 -2.88
7.	 他に分類されない経常移転(受取) 17.11 16.04 1.07

受取 365.44 378.87 -13.43

(3)	 現物所得の再分配勘定（2004年）
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 調整可処分所得（総） 319.86 334.81 -14.95

支払 319.86 334.81 -14.95
2.	 可処分所得（総） 280.26 290.95 -10.69

3.	 現物社会移転 39.60 43.86 -4.26
	 (1)	 現物社会保障給付 24.82 29.46 -4.64
	 (2)個別的非市場財・サービスの移転 14.77 14.40 0.37

受取 319.86 334.81 -14.95

	 a.	 可処分所得の使用勘定
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 最終消費支出（個別消費支出） 252.80 264.86 -12.06
2.	 貯蓄（総） 27.46 26.09 1.37

支払 280.26 290.95 -10.69
3.	 可処分所得（総） 280.26 290.95 -10.69

受取 280.26 290.95 -10.69
（参考）貯蓄率（％） 9.80 8.97 0.83

	 b.	 調整可処分所得の使用勘定
	 分布統計 	 ＳＮＡ 	 	 開差
	 （兆円） （兆円） （兆円）
1.	 現実最終消費（現実個別消費） 292.40 308.72 -16.32
2.	 貯蓄（総） 27.46 26.09 1.37

支払 319.86 334.81 -14.95
3.	 調整可処分所得（総） 319.86 334.81 -14.95

受取 319.86 334.81 -14.95
（参考）貯蓄率（％） 8.60 7.79 0.81

第２次所得の配分勘定� 支払勘定�
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現物社会移転�

(備考）浜田(2010）より�
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　①帰属計算	 

" 金銭的な受払は行われないが、それと同様の実態があるため、金銭的な受払が
行われたとみなして犠牲的な取引計上を行う。	 

•  営業余剰(持ち家）	 
⇒「全国消費実態調査」持ち家の帰属家賃	 
	 
•  雇主の強制的現実社会負担（社会保障負担）	 
•  現物社会移転（公的医療保険給付、政府の教育支出や保障負担）	 
⇒ミクロ統計では現れない。	 

(備考）浜田(2003）より	 

　②回答から直接得られない項目の推計	 

•  雇主の強制的現実社会負担（社会保障負担）、現物社会移転（公的医療
保険給付、政府の教育支出や保障負担）：全消では調査していない。	 

•  所得税・保険料等：勤労世帯以外（自営業者等）の世帯では調査してい

ない。勤労世帯・無職世帯でも、誤記入・記載漏れ等あり）	 

　⇒世帯主及び世帯員の収入及び属性データから推計	 

　③その他：年率補正　等	 

つくり方�



全国消費実態調査（平成21年度）データより作成	 
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SNA分布統計の推計結果１（2009年）�

（千円、％、％ポイント）
平均 第１分位 第２分位 第３分位 第４分位 第５分位 第６分位 第７分位 第８分位 第９分位 第10分位

営業余剰・混合所得（総） 1358 277 1083 1300 1272 1149 1197 1306 1419 1659 2917
雇用者報酬 4421 253 264 637 1559 2836 3988 5305 6798 8599 13967
財産所得（受取） 293 114 151 271 318 277 270 263 256 339 673

第一次所得受取 6072 643 1498 2208 3150 4262 5455 6874 8473 10598 17557
財産所得（支払） 226 437 48 80 108 139 190 259 274 285 438

第１次所得バランス（総） 5846 206 1450 2128 3042 4123 5264 6615 8199 10312 17118
現金による社会保障・社会扶助 1114 1852 2068 1931 1418 891 691 586 487 450 763
他に分類されない経常移転(受取) 301 523 615 600 485 287 108 132 130 87 42

第二次所得受取 7261 2582 4132 4659 4945 5300 6064 7333 8816 10850 17923
所得に課される税 528 131 92 127 159 209 282 361 522 809 2589
強制的現実社会負担 945 131 157 240 410 647 869 1128 1437 1779 2648
他に分類されない経常移転(支払) 304 236 282 281 246 202 209 250 291 408 630

可処分所得（総） 5485 2083 3601 4011 4130 4242 4704 5594 6565 7854 12056
現物社会移転 768 746 822 764 644 605 675 762 844 912 910

調整可処分所得（総） 6253 2828 4423 4775 4774 4847 5379 6356 7409 8766 12966
最終消費支出（個別消費支出） 5014 3635 4366 4734 4378 4081 4441 4925 5384 6263 7934

貯蓄（総） 470 -1552 -765 -723 -248 161 263 670 1180 1591 4123
（参考）貯蓄率（％） 8.6 -74.5 -21.2 -18.0 -6.0 3.8 5.6 12.0 18.0 20.3 34.2

現実最終消費（現実個別消費） 5783 4380 5189 5497 5022 4686 5116 5686 6229 7175 8844
（参考）調整貯蓄率（％） 7.5 -54.9 -17.3 -15.1 -5.2 3.3 4.9 10.5 15.9 18.1 31.8

固定資産減耗 329 97 134 225 256 247 317 402 482 491 643
可処分所得（純） 5156 1986 3467 3786 3874 3995 4387 5192 6083 7363 11413

調整可処分所得（純） 5924 2731 4289 4550 4518 4600 5062 5954 6927 8275 12323
貯蓄（純） 141 -1649 -899 -948 -504 -86 -54 268 698 1100 3480

（参考）貯蓄率（純） 2.7 -83.0 -25.9 -25.0 -13.0 -2.2 -1.2 5.2 11.5 14.9 30.5
（参考）調整貯蓄（純） 2.4 -60.4 -21.0 -20.8 -11.2 -1.9 -1.1 4.5 10.1 13.3 28.2
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SNA分布統計の推計結果２（2009年）�

（千円、％、％ポイント）
平均 30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

営業余剰・混合所得（総） 1358 133 589 862 1124 1280 1571 1577 1642 1643 1720
雇用者報酬 4421 3950 5249 6303 7039 7603 7932 6949 3555 1680 651
財産所得（受取） 293 23 66 104 171 211 262 334 453 466 397

第一次所得受取 6072 4106 5904 7270 8333 9094 9765 8860 5649 3789 2768
財産所得（支払） 226 86 199 300 360 332 384 270 221 172 96

第１次所得バランス（総） 5846 4020 5706 6970 7973 8762 9381 8590 5429 3617 2672
現金による社会保障・社会扶助 1114 70 181 215 232 261 295 495 1233 2357 2577
他に分類されない経常移転(受取) 301 78 156 322 609 833 680 311 156 89 109

第二次所得受取 7261 4168 6043 7507 8814 9856 10355 9396 6817 6063 5358
所得に課される税 528 256 370 502 601 722 893 774 549 418 336
強制的現実社会負担 945 752 1025 1231 1404 1495 1610 1406 770 501 315
他に分類されない経常移転(支払) 304 85 95 87 114 362 558 426 343 345 352

可処分所得（総） 5485 3075 4553 5688 6695 7276 7294 6790 5155 4798 4354
現物社会移転 768 213 487 852 1171 1115 792 472 419 520 1138

調整可処分所得（総） 6253 3288 5040 6540 7866 8391 8086 7261 5574 5317 5493
最終消費支出（個別消費支出） 5014 2676 3780 4391 5008 5652 5789 5444 5236 5539 5069

貯蓄（総） 470 399 773 1296 1687 1625 1505 1345 -82 -741 -714
（参考）貯蓄率（％） 8.6 13.0 17.0 22.8 25.2 22.3 20.6 19.8 -1.6 -15.4 -16.4

現実最終消費（現実個別消費） 5783 2889 4268 5244 6179 6766 6581 5916 5656 6059 6207
（参考）調整貯蓄率（％） 7.5 12.1 15.3 19.8 21.4 19.4 18.6 18.5 -1.5 -13.9 -13.0

固定資産減耗 329 97 323 462 492 445 370 356 341 298 213
可処分所得（純） 5156 2978 4230 5226 6203 6831 6924 6434 4814 4500 4141

調整可処分所得（純） 5924 3191 4717 6078 7374 7946 7716 6905 5233 5019 5280
貯蓄（純） 141 302 450 834 1195 1180 1135 989 -423 -1039 -927

（参考）貯蓄率（純） 2.7 10.1 10.6 16.0 19.3 17.3 16.4 15.4 -8.8 -23.1 -22.4
（参考）調整貯蓄（純） 2.4 9.5 9.5 13.7 16.2 14.9 14.7 14.3 -8.1 -20.7 -17.6
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ＳＮＡ家計勘定の分布統計
で分かること 
（河越・前田(2013)より）�
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•  第1次所得で所得階層を10分割した場合の雇用者報酬、可処分所得、消費の動向 
•  高齢化の進展により、雇用者報酬では格差が拡大しているが、再配分後の可処分所得で見ると格差は拡
大していない。 

•  消費では第2分位が増加傾向にあり、2004年以降、第5分位を上回っている。�

（備考）浜田(2003),(2005),(2010),近刊より作成。2004、2009年度については、2005年基準に準拠して推計。 

雇用者報酬� 可処分所得� 最終消費支出�（年間：万円）�

第Ⅸ分位�

全世帯平均�

第Ⅱ分位�

結果①：　所得階級別の所得と消費�
�

10�

第Ⅴ分位�



結果②：年齢階級別の世帯消費支出と貯蓄の傾向�
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•  1989年と2004年,2009年を比べると、60歳以上の世帯の消費支出の増加が顕著であり、消費
水準は90年代以降、横ばい。 

•  壮年期（30～50代）では、2000年代に入って1990年代よりも消費水準が低下。 

•  60歳以上の世帯では、貯蓄率が1989年に他の年齢階級よりも高かったが、90年代以降急激に
低下。ただし、この低下は、2009年に下げ止まりの傾向あり。�

Ａ�

Ｂ�

（備考）１．浜田(2003)、(2005)、(2010)，近刊より作成。	 
　　　　２．高齢無職世帯は、世帯主年齢が65歳以上で世帯主が無職の世帯（65～69歳、70歳以上の一部について再掲したもの）。	 
　　　　３．消費支出については、2004年の家計消費デフレータを用いて実質化。	 
　　　　４.	 分布統計について、2004、2009年については、2005年基準に準拠。	 

世帯主年齢階級別の世帯の貯蓄率の推移�
（％）�
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結果③：マクロ統計との整合性（貯蓄率）�
•  「家計調査」でみると、勤労世帯（２人以上）では貯蓄率は横ばいだが、高齢世帯では低下し、特に高齢無職世帯
では貯蓄率は近年大きくマイナスとなっている。ただし、分布統計で求めた貯蓄率よりは高め。	

•  ＳＮＡベースで見た家計全体の貯蓄率は低下傾向にあり、固定資本減耗等を考慮しない総貯蓄は純貯蓄率より
も６％程度高め(2009年度）。2004、09年は分布統計による推計はＳＮＡ統計と大差ない。	

家計調査における貯蓄率の推移 各種統計による貯蓄率の推移 (％) �(％) �

(備考）１．内閣府「国民経済計算年報」、総務省「家計調査」、	 
　　　	 　　浜田(2003)、(2005)、(2010)、近刊より作成。	 
　　　	 ２．高齢世帯とは、ここでは世帯主年齢が60歳以上の世帯を示し、	 
　　　　　	 高齢無職世帯はさらに世帯主が無職の世帯を示す。	 

３．調整貯蓄率は現物社会移転（受取）について、所得（調整可　	 
　　処分所得）、消費（現実最終消費）に含まれると考えた場合	 
　　の貯蓄率。	 
４．分布統計の2004、2009年については、2005年基準に準拠。	 



結果④：所得階級別の税の負担�
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（備考）1次所得、所得税の額、可処分所得については、浜田近刊より作成。「平成21年全国消費実態調査」を用い、個人の小遣いも含めて目的別に家計
の消費を算定。帰属家賃のほか、中分類・小分類を用い各目的別支出毎に消費税課税・非課税対象項目を算出し、消費税額を算定。　所得階級については、
第1次所得で見た10分位。�

　Ⅰ　　　　Ⅱ　　　　　　Ⅲ　　　　　Ⅳ　　　　　Ⅴ　　　　　Ⅵ　　　　　Ⅶ　　　　　　Ⅷ　　　　　　　　
Ⅸ　　　　　　　　　Ⅹ�

•  消費税については、第Ⅷ分位以上の高所得の分位では、消費額が多くなるため、負担する支
払税額も大きくなる傾向がみられるが、第Ⅰ～Ⅶ分位までは、消費額及び支払税額はあまり
大きく変わらない。 

•  所得税については、第Ⅰ～Ⅲ分位では、控除の違い等から支払税額に大差はないが、第Ⅳ分
位以上については、累進性が見られる。 



再分配の分析 
受益と負担への制度的影響について 
（前田・河越(F)より）�

14�
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（備考）北村・宮崎（2013）より作成	 

（備考）税制調査会資料等	 
　　　　より作成	 15 
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マクロでみた再分配の影響（現在の統計）�

平年度 

消費税率引き上げに伴う決定
事項 ▲4690 

個人所得税 
（給与所得控除、確定拠出年
金の限度額見直し） 

740 

法人課税 
（損金不算入の見直し、特別

区の税制措置等） 
▲440 

車体課税 
（エコカー減税の拡充、重量

税の見直し） 
▲10 

石油石炭税の還付制度 
▲150 

消費税：みなし仕入率、免税
の見直し 80 

（億円）	 

平成26年度税制改正による増減収見込
み額	 

（兆円）	 

一次所得	 

可処分所得	 

税・社会保険料	 

現金給付	 

家計の所得支出勘定の所得水準	 
（平成24年　国民経済計算）	 

（備考）税制調査会資料等より作成	 
（備考）国民経済計算確報より作成	 
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本稿の目的： 
　　　再分配にかかる税等の負担や社会給付の受益等について、 
　　　その政策要因を評価したい。 
　　　  マクロの財政への収支（税負担）の影響評価したい。�

�  再分配政策の機能（影響）の変化の要因 
　①政策の変更 
　②機能が働かなくなった・働くようになった 
　　→年齢等による所得の変化 
　例）少子高齢化：高齢化人口が増加 

　　　　→給与所得減少、財産所得や社会給付が増大。医療・介護等の給付の増大　　　　　　 
　　→世帯構成や働き方等の生活スタイルの変化 
　　例）女性・高齢者等の労働力化：世帯主収入≠世帯収入。控除対象の変化。保育
等の現物給付の増大。 

��  一国の税負担と財政収支 
　①政策変更がもたらした税収・財政支出の増減 
　②財政収支にどのような影響をもたらしたか。 
　③財政支出の増減も考慮して、国民の負担の増減を考慮 

17 



企業 政府 

家計 

雇用者報酬 
（雇主社会負担） 

税 
社会保険料負担 
（雇用者＋雇主社会負担） 

社会給付 

消費支出 

補助金等 

税 

�  所得の発生・配分、分配、使用の段階別の把握 
�  税・社会保障など包括的な把握�

�  ＳＮＡの統一的な概念を用いて、家計を推計�

ＳＮＡ分布統計とは�
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２００４年の統計 ２００９年の統計 

０９年の統計を 
ベースに 

０４年の制度を 
あてはめ 

０４年と０９年の 
属性の変化 

０４年と０９年の 
制度の変化 

制度が一緒 データ（属性） 
が一緒 

シミュレーションの考え方 

2004年と2009年の再分配の効果の要因分解�
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可処分所得：�

一次所得：�

  ↑ 
収入�

  ↑ 
雇主負担�

  ↑ 
所得税�

  　    ↑ 
社会保険料負担�

  　    ↑ 
年金給付�

  　      ↑ 
経常移転�

  　    　　↑ 
社会扶助等 
その他の 
社会給付�

  
  
  

2009年（t年）に2004年（t-1年）の
制度を当てはめた場合の算定式 

↑税・社会保障制度等の制度変更による影響�

↓収入・世帯構成の変化による影響�

− (𝑎↓𝑖↑𝑡−1 + 𝑏↓𝑖↑𝑡−1 )𝛥𝐼↓𝑖↑𝑡 −(𝑡↓𝑖↑𝑡−1 )∗( 𝑌𝑝↓𝑖↑𝑡  − 𝑌𝑝↓𝑖↑𝑡−1 ) 
+ 𝑁𝑒𝑛𝑘𝑖𝑛↓𝑖↑𝑡  − 𝑁𝑒𝑛𝑘𝑖𝑛↓𝑖↑𝑡−1 + 𝑁𝑇 ↓𝑖↑𝑡 − 𝑁𝑇↓𝑖↑𝑡−1 + 𝐹𝑢𝑗𝑜 ↓𝑖↑𝑡 − 𝐹𝑢𝑗𝑜↓𝑖↑𝑡−1  �
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要因分解①　制度要因�
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要因分解②【保険料の変化要因】�

【世帯主年齢階級別】 【所得階級別】 
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24 



要因分解③  【医療・介護サービスと保険料の受益と負担】�

【所得階級別】 【世帯主年齢階級別】 (万円）� (万円）�
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要因分解（おまけ：前田・河越（Ｆ）には掲載されず） 
（都道府県：ただし、保険料・税制度は全国一律と仮定）�
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制度変化によって、財政赤字はどう変
わったのか（簡易計算）�

�  2009年の政府の所得支出勘定から仮に制度の変更がな
かった場合の財政収支を計算 

�  2004年の制度を2009年に当てはめてみて計算した数値
を用い、下記内容の制度要因影響部分を2009年のデー
タから除去してみる 

【家計→政府】 
　　・所得に対する課税（2.2兆円分：負担増　－） 
　　・社会保険料上昇（9兆円程度：負担増　－） 
【政府→家計】 
　　・年金の支給開始年齢変更（1400億：受益減　－） 
　　・児童手当拡充（5800億円：受益増　＋） 

　　・定額給付金（2009年のみ）（2兆円：受益増　＋） 
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再分配（受益と負担）の制度的影響について�

•  平均的にみると2004年から2009年の間に大きな変化はないように
見えるが、世帯主年齢や所得といった属性別にその影響は異なる
ことがわかる。	 

	 
•  負担増（受益減）をもたらす制度的要因の最大の要因は、	 
　　　社会保険料の負担の増加	 
　　　60代前半では年金の支給開始年齢の引上げ	 
　　（定率減税の廃止も負担増だが影響は小さい）	 
	 
•  家計に及ぼす再配分効果を政府の収支の側から計測すると、制度
変更が行われなかった場合、2009年の収支差は10兆円拡大してい
た可能性。	 

	 
•  SNA分布統計の枠組みの下で税・社会保障制度等の政策の変更が
家計に及ぼす影響を、マクロ経済全体を視野に入れつつ整合的に
説明することが可能に	 
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